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２０１７年度 政策委員会の活動内容と体制 

＜活動内容＞ 
 

 ① 中国政府関連機関による知財関連法案/改正案に対する意見募集 

    （パブコメ）への対応 （中国IPGとしての意見を日本商会名で提出） 
 

 ② 中国政府向けの白書・建議（中国日本商会白書）の知財部分について、 

    取りまとめ （中国IPGとしての意見を取りまとめる。） 
 

 ③ その他： 対外交流委員会などを通じ、中国IPGのスタンスを 

    上記の意見や白書の内容に基づいて外部に説明 

 

 

 

＜活動体制＞ 

 ・ 本年度は10人体制 
 

    （多くの委員は昨年度からの留任で、 

    （今年度に入ってから今までにあった 

    パブコメ対応は昨年度の体制で対応） 



3 

① パブコメ対応 （2017年度のパブコメ検討対象案件） 
 

■ 知的財産権濫用に関する独占禁止指南（意見募集稿） 
 国務院独占禁止委員会  4月21日意見提出 

■ 専利優先審査管理弁法（意見募集稿） 
 国家知識産権局   5月05日意見提出 

■ 企業名称禁止使用制限規則他（意見募集稿） 
 国家工商総局   （7月：個社対応） 
■ 反不正当競争法（改正草案・二次審議稿） 
 全国人民代表大会（全人代） 9月22日意見提出 

■ 専利行政法執行不服手続指南（意見募集稿） 
 国家知識産権局    10月25日意見提出 

■ 専利法執行行政応訴指南（試行）（意見募集稿） 
 国家知識産権局   （11月：個社対応） 
 

・対応検討対象となった６件中、４件について意見提出。 

・対応案件の内容については、原文と日本語訳がJETRO-HPや日本商会経由で提供。 

・個社対応となるのは、政策委員会での検討時間が十分確保できない場合、 

  知財業務への直接関連性が十分に高くないと判断された場合など。 

⇒ 各提出意見のポイントについては前回の全体会合（2017/12/14）で説明済み 

２０１７年度 中国IPG 政策委員会 
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② 白書対応 
 

■ 2018版中国政府向けの白書・建議（中国日本商会白書）の知財部分の対応。 

■ 前回（昨年度）の白書の内容をベースに、 

   ・ 前回白書に関する日本商会アンケートの結果（知財、競争法）、 

   ・ 本年度にIPGとして対外的に発信した内容（パブコメ提出意見や意見交換内容）、 

   を検討し、先ずは本年度建議すべき内容を纏めた。 

   今回の建議において、 

   ・ 大きな状況変化が見られない前回建議（専利法改正案・職務発明条例案や 

     模倣巧妙化対応などへの要望）は維持し、新たに  

   ・ 電子商取引での模倣対策、優先審査制度、当局の期日・期限設定、 

     知財訴訟での技術調査官制度 などに対する要望を追加。 

■ 現在、建議案の内容に沿って、白書本文部分の記載内容を議論中。 

２０１７年度 中国IPG 政策委員会 

＜現在鋭意対応中＞ 白書発行までのスケジュール 

・1月下  知財章の建議部分の作成＆事務局提出（1/19期限） 
・3月中  知財章の白書本文の作成＆事務局提出（3/15期限） 
・3月下  校正（日本語） 
・4月中  校正（中国語） 
・5月上  リーガルチェック 

・5月中  最終確認～発刊 
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③ その他 （発信内容の対外的説明） 
 

 中国政府当局と中国IPGの意見交換などの機会や、対外交流委員会での外部交流の 

機会などを活用して、従来のパブコメ対応や白書の建議内容（交流議題と関係ある部分） 
を対外的に説明。 

 

 

■ 独占禁止委員会との交流（6月）： 
   知財濫用と独占禁止の議論に関して、白書・パブコメ意見のスタンスからコメント。 

 

■ 中国科学院、国務院発展研究中心との意見交換（10月、1月）： 
   専利の保護・利用バランス議論に関して、白書・パブコメ意見のスタンスからコメント。 

 

■ 対外交流委員会（IIPPF-IPG連携活動）における中国政府当局への建議内容の 

   調整（7-11月）に関して、白書・パブコメ意見のスタンスからコメント。 
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以上 
 

（ご清聴ありがとうございました。） 
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